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—— 日本郵船グループの技術開発の特徴はどのような
点にあると思いますか。

　組織面で言えば、グループ会社にMTI（Monohakobi 
Technology Institute）があることが非常に大きいです。
MTIは研究開発の要であり、東京大学や大阪大学などと
の業界連携の共同プロジェクトでも旗振り役を担ってい
ます。これからの日本郵船グループにどのような技術ニー
ズがあるかを的確に予測し、基礎研究をし、それを土台
に応用開発まで一貫して取り組んでいます。MTIの存在
は私たちの強力な武器になっています。
　現場を持っていることも特徴です。船や倉庫など、仮説
を検証する場が自社やグループの中にあります。船乗り
をはじめとする現場の人員は新しい技術が本当に役立つ
かどうかをしっかりと見てくれます。
　当社は昔から人材と技術を意識してきました。パート

ナーとの協働で、さまざまな開発を行ってきた歴史があ
ります。例えば、大型タンカー、木材チップ船、自動車船
といった専用船を国内の造船所と共に作り上げてきまし
たし、電子海図が導入されたときには舶用機器メーカー
と協業して対応しました。技術的な転換点には必ずパー
トナーがいました。現行の中期経営計画「Sail Green, 
Drive Transformations 2026 - A Passion for Planetary 
Wellbeing -」で「共創」をキーワードとしていますが、実
は昔からやってきたことでもあるのです。仲間を引き入れ
て一緒に作り上げ、それに対して適切な対価を支払う。そ
うすることで、パートナーと一緒に成長することを目指し
てきました。

—— 最近の取り組みでも共創はポイントになっています。

　アンモニア燃料船の開発はまさに共創の代表例だと思
います。アンモニア燃料タグボートの“魁”の完成に続い
て、26年11月にアンモニア 燃料 アンモニア 輸送船

（AFMGC）を完成させる計画です。日本シップヤード、ジャ
パンマリンユナイテッド有明事業所、ジャパンエンジンコー

転換点には
必ずパートナーがいた

曽我貴也 代表取締役社長

2025年に創業140周年を迎えた日本郵船は、共創によって新たな技術を身に着け、磨いてきた。
古くは専用船の建造、近年は自律運航や脱炭素化をはじめ、対峙する技術テーマは広がっている。
その技術が複雑さを増すほど、造船所、舶用機器メーカーをはじめとするパートナーと知見を持ち寄ることが
不可欠になる。曽我貴也社長は「技術的な転換点には必ずパートナーがいた」と語る。

息づく共創の精神
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ポレーション、IHI原動機、日本海事協会、当社が連携して、
船舶建造や主機・補機の製造などに取り組んでいます。
このプロジェクトで当社はファシリテーターを担っていま
す。これらの主要プレーヤーがオールジャパンで取り組
む意欲を持ち、“餅は餅屋”でそれぞれの役割とスケジュー
ルを明確にして、情報を共有しながら同じ目標に向かっ
て走ってきました。その結果、早期に設計、起工までこぎ
つけることができました。
　日本財団の無人運航船プロジェクト「MEGURI」も同
じ構図です。グループの日本海洋科学が中心となって、こ
ちらもプロジェクト参加者が各自の役割を果たしています。
船会社として私たちは避航システムや陸上からの遠隔操
船システムの構築に取り組んでいます。MEGURIは第2
フェーズに入り、社会に受容されるシステムを確立するた
めの検討も進行しています。船だけ造っても、社会の体制
が整っていなければ商業化することはできないからです。
　専門家が自分の領域に責任を持ち、同じ目標とスケ
ジュールを共有して進める。これらの取り組みは理想的
な共創の形になっていると感じています。

—— パートナー企業は広がっているようですね。

　民間企業だけでなく、官公庁、自治体もさまざまな協
力をしてくれています。アンモニア燃料船を例に取ると、
アンモニア供給基地が必要になるので、行政の支援は欠
かせません。日本は連携を取って新しい取り組みを実現
できる環境にあると思います。

—— 日本郵船は開発した技術やシステムを、自社だけで
囲い込まず、業界全体に広げている印象があります。

　そこはかなり意識しています。開発しても普及しなけれ
ば意味がないからです。需要が創出されなければ供給は
生まれませんので、開発した技術はできるだけオープン
にしていく必要があると考えます。LNG燃料船もそうで
した。需要と供給は「鶏と卵」の関係にあり、LNG燃料船
が増えるほど、世界中にLNG 燃料の供給基地が増えて

共有することで需要が生まれる
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いきました。同じことをアンモニアでもやっていく必要が
あります。「これはうちの専売特許だから」という姿勢で
は需要も供給も生み出されず、普及しません。
　もちろん、競争領域と協調領域は分ける必要がありま
すが、協調すべき部分についてはできるだけ成果をオー
プンにしながら、仲間を増やしていくことが大切です。日
本郵船は昔から、業界のリーダーとしての意識を持って
きたつもりです。「自分たちだけが得をする」のではなく、「皆
で共通の土台を作る」という考え方でやってきました。そ
の姿勢は今も変わっていません。

—— 日本の海事クラスターの活性化に向けて、技術の視
点からどのように貢献していきますか。

　日本の造船所には競争力をいっそう高めてもらいたい
と思っています。そのために私たちがお手伝いしているこ
との一つが、設計段階でのマンパワー不足への対応です。
造船所は設計を担う人員が増えておらず、新しい技術を
伴う船の開発に人を回せないという実態があり、これが
中国や韓国の造船所に差をつけられている原因です。だ
からこそ、まず人材が造船業に入ってくる体制を作ること
が大事です。また、入ってくる人が少ないのであれば、そ
の限られた人数でどれだけ効率よく設計できるか、造船
プロセスをどれだけ効率的に回せるかが重要になります。
　そのために東京大学大学院新領域創成科学研究科に
設置された社会連携講座「海事デジタルエンジニアリン
グ講座（MODE講座）」や国の経済安全保障重要技術育
成プログラム（Kプログラム）を通じ、シミュレーション技
術による次世代船開発のプラットフォーム構築を進め、
短期間で高度な設計ができるようにします。さらに大阪
大学大学院工学研究科に設置された共同研究講座「先
進海事システムデザイン共同研究講座（OCEANS）」で、
人工知能（AI）やロボティクスを取り入れて、さらに現場
の効率性を上げ、省力化していく取り組みを進めていき
ます。これらの取り組みに日本郵船グループも参画して
います。こうした高度な研究を日本の造船所がやること
が工学系の学生など若い人材に対するアピールにもなる
のではないでしょうか。
　そうやって支援するだけではなく、最終的には私たち

が船を実際に日本の造船所に発注し、使うところまでや
らなければ意味がありません。これまでは船会社、造船
所の双方にとって独自のこだわりがありました。日本の
造船所は、自社の設計を差別化の道具だと考え、船型や
燃費性能など、他社とは異なるものにこだわってきました。
また、われわれ船会社も「日本郵船の船の仕様はこうで
なければならない」と、造船所に要求してきました。しかし、
造船所の人材が限られ、造れる船型のバリエーションも
そう多くは持てない以上、効率性の観点から標準化が必
要になります。同じ形の船を複数の造船所が造り、それ
を複数の船会社が使うような標準化ができれば、効率化
と合わせて、人手不足や工期長期化への対応にもなりま
す。
　LNG燃料船やアンモニア燃料船は、通常の船の1.5倍
くらい工期が必要で、この工期を縮めるには、今述べた
二本立ての取り組みが不可欠だと思っています。行き着
く先は、それでできた船を、私たちが責任を持って購入し、
自分たちの船隊として運用すること。その実行に踏み出
す体制が整ってきたと思っています。
　日本政府は経済安全保障の観点から造船を重要分野
として挙げています。官民学によるサポート体制が整い
つつありますので、その支援をうまく活用しながら、日本
の造船所の国際競争力を高めていければと思います。今、
そのスタートラインに立ったところです。

日本造船の競争力向上へ歩み出す
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—— 船舶への新技術導入や、新たな事業領域への進出
で船員・海技者にこれから必要となる技術や知見はどの
ようなものですか。

　目の前の最大のトレンドである海運の温室効果ガス
（GHG）削減を中心とした環境対応に伴い、新燃料への

対応が必要になっています。新規事業も多くが環境対応
に紐づく形で進んでいます。われわれ海技者は船乗りと
しての現場経験があり、ユーザーの目線で船の良い部分も、
改善すべき部分も実体験として理解しています。このよう
な知見を陸上の各プロジェクトへフィードバックできる
人材を育てていくことが重要だと考えています。若い人
には、まず海上勤務で船の現場の仕事をしっかり覚えて
もらい、それによって培った経験と知見を陸上の各部署
で生かしてもらっています。安全運航の維持に尽力する
ことは大前提で、そのうえで海技力を十分に発揮できる
人を求めています。
　
—— 外国人船員・海技者の役割はいかがですか。

　外国人についても基本的な考え方は日本人と同じです

が、そもそも日本人の人数が少ないため、乗組員として活
躍してもらう機会は自ずと外国人の方が多くなります。
新技術や新燃料に対応した船に乗り、安全運航を確実に
遂行することが大きな役割です。一部の人材については
適性を見ながら、日本人と同様に国内外の陸上勤務でも
活躍してもらっています。東京の本社に勤務する外国人
海技者もいます。そのような人材が一人でも多く出てくる
ことを期待しています。

—— 日本人船員・海技者は新しい船作りにも関わってい
ます。

　2026年11月に竣工予定のアンモニア燃料アンモニア
輸送船の建造プロジェクトがその一つです。乗り出し時
は日本人と外国人が一緒に乗り組んで運航し、いずれは
外国人クルーに引き継いでいくことになるだろうと考えて
います。

—— 海技者の活躍の場が広がっているのでしょうか。

　海技者の配属については、従来からある船舶管理会社
や海務部門に加え、自動車船、バルカー、タンカー、LNG
船の各事業部門、コンテナ船事業会社のオーシャン・ネッ
トワーク・エクスプレス（ONE）にも広がっています。さら
に近年増えているのが、新規ビジネスやグリーンビジネ

現場の力を陸上で生かす

海技者が
競争力の源泉
樋口久也 常務執行役員
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スの領域です。洋上風力発電向けの作業員輸送船（CTV）
事業や海洋事業、次世代燃料プロジェクトも含め、日本
人海技者が必要とされる場面が多くあります。このため、
日本人に不足感があり、例えば、従来日本人を配置して
いた既存業務を外国人に担ってもらい、日本人を新規領
域に配置するなどの工夫をしています。
　当社の日本人船員・海技者は約630人で、そのうち約
半分が海上勤務（休暇中の船員を含む）、約半分が陸上
勤務に就いています。船員教育機関の卒業生のほか、一
般大学などを卒業して当社に入社後、国の定める船員育
成プログラム（以下「自社養成コース」）を経て活躍してい
る社員が約2割を占めます。自社養成コースでは、入社後
に国の定める資格取得コースを歩むため、入社から国家
資格取得まで２年間を要しますが、海技者として能力面
の差があるとは思っていませんし、資格取得後のキャリ
アも活躍の場にも違いはありません。

■全社的に「海技者の環境改善」に着手

—— 日本人海技者にフォーカスした活動として、CX NEO
（NYK Empowering Oceans）を立ち上げていますが、
これはどのようなプロジェクトですか。

　本プロジェクトのきっかけは、社内のエンゲージメント
サーベイで海上勤務者のスコアが相対的に低かったこと
です。船内の居住環境、働き方、待遇などについて、海技
者からさまざまな声が上がりました。一方で、われわれ
海技者が持つ「船舶の建造や運航に関わる技術」は、当
社の「競争力の源泉」と言えます。GHG削減に向けた次
世代燃料対応やグリーンビジネスの拡大が進み、技術人
材としての日本人船員の重要性が社内で改めて認識され
ています。
　こうした海技者を取り巻く課題感と事業運営上のニー
ズが同時にクローズアップされたことを契機に、「日本人
船員・海技者の立ち位置を改めて見直し、職の魅力を向
上し、多面的に課題を解決していくことで、より前向きに
働ける環境を構築すること」を目指し、2024年4月に「CX 

NEO」を立ち上げました。この活動を通じて、われわれ
日本郵船の競争力の源泉ともいえる船舶建造や運航に
関する技術をしっかりと守っていかなければならないと
考えています。
　従来から働き方などの改善活動は各部門で行っていま
したが、これらは海技者が主体となった取り組みが多く、
範囲も限定的でした。しかしCX NEOでは、「海技者を
取り巻く環境改善は会社全体の課題である」と捉え直し、
部門を跨いだ横断的活動としています。社長をはじめ役
員による動画メッセージやさまざまな情報を社内全体へ
継続的に発信、陸上職・海上職問わず閲覧可能な環境を
整え、会社全体で認識を合わせることにより全社的活動
としていることはこれまでと大きく異なる点です。また、
海技者と対面で意見交換を行う場を設け、現場の声を継
続的に汲み上げ、議論し制度改善に生かしています。
　CX NEOの取り組みは多岐にわたります。給与や休暇、
福利厚生などの待遇面の改善、乗船期間の適正化、業務
のデジタル化による負荷軽減、海技者の活躍領域の拡大
など幅広いテーマで議論をし、優先度をつけて改善を図っ
ています。例えば、船内環境については、良質なマットレス

（寝具）の導入による居室の改善や、食事の見直しなども
進めています。船上では通信環境も重要ですので、高速
衛星通信「Starlink（スターリンク）」はすでに大半の船に
搭載を済ませました。業務利用のほか、船員が家族とコ
ミュニケーションを取るうえでも大きな価値があります。
また、安全で働きやすく、着用したくなる作業服について、
多摩美術大学と連携した検討も進めています。加えて、
乗船中の留守宅家族へ向けた「家事代行のトライアル」
も始めています。
　CX NEOでは、海技者のキャリアパスについても議論
しています。かつては海上勤務・陸上勤務を交互に経験し、
30代後半で船長・機関長を目指すのが典型的なキャリア
モデルでしたが、現在は家庭や個人の事情もさまざまで
すので、キャリアパスに柔軟性を持たせ、さらに多様なキャ
リアが実現できる仕組みを整えていきます。
　このプロジェクトは期間限定ではなく、継続して取り組
むべき活動だと考えています。キャリアなどの取り組みは、
日本人を対象とした人事施策ではありますが、船内環境

全社的に「海技者の環境改善」に着手
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の改善などは外国人船員にも関係する施策です。

—— 船舶の安全運航を支える船舶管理の体制や仕組み
を教えてください。

　船舶管理については、シンガポールに本社を置くNYK
シップマネージメント（NYKSM）において、インドでの船
舶管理を拡大しています。シンガポール拠点は引き続き
頭脳のコアとして機能させつつ、船舶管理実務はエネル
ギー輸送船が中心、インド拠点はバルカーや自動車船な
どの管理が中心です。フィリピン・マニラ拠点も維持しま
すが、船舶管理の拠点から転換し、船員配乗などの機能
を強化します。
　日本では、26年4月に旭海運、八馬汽船、三菱鉱石輸
送の3社が合併して新しい船舶管理会社「NYKバルクシッ
プパートナーズ（NBSP）」が発足し、バルカー、自動車船
などを管理します。まずは新会社を安定稼働させること
を優先し、NYKSMとの役割分担については追って調整
していくことになるでしょう。
　NYKSMとNBSP のほか、LNG 船は日本・英国・シン

ガポール・フランス・台湾で管理する体制を維持します。
今後、当社のLNG船隊は急速に増えていくので、最適な
管理体制について事業部門と議論しながら検討していき
ます。

—— 新燃料船の管理も増えていきます。

　LNG 燃料船はNYKSMのほか、新会社のNBSPを構
成する三菱鉱石輸送と八馬汽船で管理経験があるので、
従来の知見を生かしながらしっかり対応できる体制です。
一方、LNGの次にくるアンモニアなどを燃料とする船の
管理は、まずシンガポールのNYKSMで実施し、運航が
安定した段階で他のグループ船舶管理会社へ展開してい
くことを想定しています。

—— 自社船・仕組み船の船舶管理について伺いましたが、
用船を含む全運航船の安全を底上げする取り組みも行っ
ていますね。

　当社独自の安全基準「NAV9000」を運用しています。
26年4月にこれを刷新した「NAV9000 Plus」の運用を
開始します。船主や船舶管理会社への要求事項を一部
見直すとともに、より対話を意識したものとします。伴走
と共創の理念の下、対話を重視し、関係者の皆さんとさ
らなる安全品質の底上げを図ります。

運航船の安全を底上げ

—— 樋口常務自身も海技者ですが、海技者を志した理由は。
　最初のきっかけは、テレビアニメで主人公が船に乗るシーンを
見たことで、船乗りという仕事に興味を持ったことです。また、
母方の実家が有明海の近くにあり、子どもの頃から船に乗せて
もらう機会が多かったことも影響しています。
—— 日本郵船の海技者を目指す人に伝えたいことはありますか。
　学生からは、インターンを経ると「日本郵船はもっと堅い会社
だと思っていたが、ざっくばらんな会社だった」という意見をよく
聞きます。風通しが良く、言いたいことを言える雰囲気や、しっ

かりと耳を傾けてくれる環境があります。
　また、日本郵船という看板を背負いながら、若いうちから国内
外でチャレンジできる場があるのも大きな魅力です。頑張る人を
正しく評価する会社だということは、新入社員にもよく伝えてい
ます。自分の可能性を広げたいという方をぜひ歓迎したいと思
います。
　日本郵船は海技者を競争力の源泉だと明言している会社です
ので、やる気を持って努力すれば正当に評価されるという土壌が
あります。

挑戦できる場、国内外に広く
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▶ 次世代船の開発・基本設計を集約、MILES に出資

▶「NAV9000 Plus」、独自の安全基準が進化

▶ 無人運航船プロジェクトMEGURI2040

▶ 電子通貨サービスのマルコペイ／カドモス
 
▶ 自動車専用船 AI 配船システムを開発・本格導入
 
▶ 3Dモデルで切り拓く新造船設計の未来
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社MILES（旧MI LNGカンパニー）だ。日本郵船は他の
6社とともにMILESへ出資し、同社を母体とした開発・
基本設計の体制を構築する。船のユーザーである船会社
と作り手である造船所が共通の設計基盤を築く。日本の
海事産業にとって、これまでありそうでなかった枠組みが、
現実のものとなった。
　日本郵船はかねて、日本造船業の国際競争力回復を自
らの責務として捉えてきた。「日本の造船所には競争力を
いっそう高めてもらいたいと思っている」。曽我貴也社長
はこう語る。そのために、海運の立場からできることに着

■ ■  7社アライアンスで設計基盤を創る

　日本郵船は川崎汽船、商船三井という海運大手、そし
て造船大手である三菱造船、今治造船、ジャパンマリンユ
ナイテッド（JMU）、日本シップヤード（NSY）ともに、次世
代船の共通基本設計を開発し、国内造船所へ展開する「標
準設計スキーム」の構築に踏み出した。対象は、液化二
酸化炭素（LCO2）輸送船やアンモニア燃料船をはじめと
する新燃料船。脱炭素時代の主戦場となる船型群だ。
　その中核を担うのが、三菱重工業と今治造船の合弁会

日本の造船業は、いま大きな分岐点に差し掛かっている。脱炭素という不可逆の潮流の中で、船はかつてないほど複雑さを増し、
設計・開発の負荷は高まった。一方で、国内造船業が抱える設計人材の不足と分散という構造問題は、個社努力の限界を超え
つつある。この現実に向き合い、日本郵船は「日本造船再生」を支援する取り組みを進めている。

オールジャパンで日本造船業の国際競争力復活へ
次世代船の開発・基本設計を集約、MILESに出資
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手している。
　造船業は設計段階におけるマンパワー不足に陥ってい
る。人材を呼び込む土壌づくりはもちろん不可欠だが、
同時に「限られた人数で、いかに効率よく設計できるか」「造
船プロセスをどれだけ合理的に回せるか」が、競争力に
つながる。その解の一つが、MILESを核とした次世代船
の開発・基本設計の集約だった。
　LCO2船や新燃料船は、一般的な商船と比較して検討
項目が格段に多く、開発・設計工数は膨大だ。しかし、日
本の造船業界では設計リソースが各社に分散し、全体と
して不足している。この非効率を打破するために浮上し
たのが、「日本版SDARI」という発想だった。
　中国では、上海船舶設計研究院（SDARI）などが基本
設計を一手に担い、造船各社がその標準図面を活用する
モデルが確立している。日本でも同様に、共通の基本設
計を起点とした分業体制が模索されてきた。MILESに
海運・造船各社が出資することで、同社は「日本海事クラ
スターの共同デザインセンター」としての性格を強めるこ
とになる。

■ ■  業界の垣根を越えた連携へ

　重要なのは、船舶の発注者である海運会社自身が、⽇
本における業界の垣根を越えた連携を加速するために
MILESへ出資を決めたことで、これにより、MILESを核
とした設計スキームを活用して多くの国内造船所での建
造促進に取り組んでいくことになる。そのために「仕様の
共通化」も検討する。

　「同じ形の船を複数の造船所が造り、それを複数の船
会社が使うような標準化ができれば、効率化と合わせて、
人手不足や工期長期化への対応にもなる」（曽我社長）
　2025年、国は造船業再興に向けた支援策を打ち出し、
2035年に建造能力1800万総トンの回復という目標を掲
げた。官民合わせて1兆円規模の投資も具体化する。し
かし、建造量を増やすだけでは国際競争には勝てない。
設備投資と並行して、設計のあり方そのものを変え、海運・
造船の連携を深める必要がある。
　設計・開発手法の刷新に向けた取り組みも動き出して
いる。東京大学の社会連携講座「海事デジタルエンジニ
アリング講座（MODE講座）」によるモデルベース開発の
研究に加え、大阪大学では人工知能（AI）を船舶設計に
適用する共同研究講座「先進海事システムデザイン共同
研究講座（OCEANS）」が始動。さらに内閣府の「経済安
全保障重要技術育成プログラム（Kプログラム）」として、
シミュレーション基盤の開発もスタートした。これらは、
日本郵船グループで研究開発を担うMTIが先導してき
た挑戦でもある。
　日本郵船の長澤仁志会長は、「日本海事クラスターを
魅力ある産業として復権し、未来へ引き継いでいくことは、
今ここにいる私たちの責任だ」と語ってきた。現在は日本
船主協会会長として、その思いを業界全体へと広げている。
　政府支援、設備投資、設計革新、そして標準化――。

「2030年に次世代船で世界トップシェア」「2035年に建
造量1800万総トン」という高い目標を掲げる日本造船業
の挑戦を日本郵船はユーザーとして支える。
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〒105-8315 東京都港区海岸1丁目14番5号
Tel: 03-3435-2279 Fax: 03-3435-2022

東京本社 〒650-8670 神戸市中央区東川崎町3丁目1番1号
Tel: 078-682-5320 Fax: 078-682-5549

神戸工場
エネルギーソリューション＆マリンカンパニー
https://www.khi.co.jp/mobility/marine/machinery/
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　これらの要求事項を明文化し、船主や船舶管理会社に
実行を求めている。日本郵船が独自基準として運用して
きたものの中には、時代とともに業界の標準的な要求と
なったものもある。
　要求事項の遵守状況は「NAV9000アセスメント」によっ
て確認する。船舶と船舶管理会社を評価する仕組みだ。
チェックリストは約1500項目に及び、対象は日本郵船グ
ループの運航船約800隻と、それらの船を保有・管理する
船主・船舶管理会社約80社。年間のアセスメント実施件
数は、船舶が約200隻、会社が約20社。数年で一巡させ、
それを繰り返す。自社船、仕組船、用船の別なく、すべて
同一の指標で評価する。
　船舶のアセスメントは、インド人やフィリピン人の海技
者が中心となって実施し、日本、韓国、中国、東南アジア
といった寄港地で1日をかけて行われる。2日間かけて行
う会社の監査は日本人海技者が主に担い、近年は外国人
海技者も同行して経験を積んでいる。
　評価は5段階で、最高評価の「5」から、事故や遅延の
発生可能性が極めて高いことを示す「1」まで設定されて
いる。評価が低い場合でも即座に用船を見送ることはなく、
改善活動を支援する。この点に「対話」を根幹に据えるこ
の仕組みの思想が表れている。
　アセスメント結果を基に、船主や船舶管理会社が必要
な改善策を講じることで、安全と品質の向上が積み重ね
られてきた。その成果について、海務グループグローバル・
マリタイム・クオリティー・アシュアランスチームの鈴木道
生チーム長（船長）は「対話型のアセスメントは、安全品

■ ■  海運の品質保証の先駆け

　日本郵船グループの運航船や船主、船舶管理会社を対
象とした独自の安全基準「NAV9000」は、日本郵船が運
航者として安全運航と環境保護の責任を果たすことを目
的として導入された。1990年代後半、海運業界では安全
管理の責任主体は船主や船舶管理会社にあるという考
え方が主流だった。しかし、日本郵船は、荷主の視点に
立てば船の保有・管理形態に関係なく、運航者である自
社こそが安全運航達成の当事者であるべきだと考えた。
その意思を明確に示したのが「NAV9000」だった。
　導入時期は、国際安全管理コード（ISMコード）が、国
際海事機関（IMO）の海上人命安全条約（SOLAS）に基
づき発効した頃と重なる。海務グループ担当の樋口久也
常務執行役員は「ISMコードに則って船舶管理会社が構
築する安全管理システム（SMS）は、船舶の安全運航確保
と海洋環境保護のための最低限の仕組みだったが、われ
われはそこに日本郵船や荷主の要求事項も取り込んだ基
準を作ろうとしたのが出発点だった」と振り返る。
　「NAV9000」の歩みは、海運業界における品質保証の
先駆けと言える。「NAV9000」という名称には、ISMコー
ドにも取り入れられた品質管理の国際規格「ISO9000」
の思想が反映されている。「NAV9000」による安全・品
質向上活動は、日本海事協会から品質マネジメントシス
テムの国際規格「ISO9001:2015」の認証を受けている。
　「NAV9000」を構成する要素は大きく三つに分かれる。
一つ目は、国際海運に関わる4大条約（※）に基づく要求
事項。二つ目は、過去の経験を通じて培った事故再発防
止策やグッドプラクティスといった日本郵船独自の要求
事項。三つ目が、荷主による業界要求事項だ。

日本郵船は2026年4月、独自の安全基準「NAV9000」を進化させる。自社船にとどまらず、用船を含むすべての運航船に共通
の安全水準を行き渡らせるという志の下、1998年に導入されたこの安全基準は、四半世紀以上にわたり、日本郵船の安全運
航を支えてきた。決して日本郵船単独で完結する取り組みではない。用船船主、船舶管理会社というパートナーと共に、海運会
社の経営の基盤となる「安全」に向き合ってきた。「NAV9000 Plus」へと刷新される取り組みは、伴走と共創の精神でより高
い安全を目指す。「安全なくして信頼なし。信頼なくしてビジネスなし」。この理念の下、関係者と連携を深めながら、安全と品
質の両立を追求する。

「NAV9000 Plus」、独自の安全基準が進化
伴走と共創で安全品質をより高みへ

（※）海上人命安全条約（SOLAS）、海洋汚染防止条約（MARPOL）、船員の訓練・
資格証明・当直基準に関する条約（STCW）、海上労働条約（MLC）

NAV9000Plusの
ロゴマーク
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質の底上げに大きく寄与している」と語る。
　アセスメントの実効性は客観的なデータによっても裏
付けられている。2024年の船隊全体の平均ダウンタイム

（事故トラブルによって運航が停止した時間）は23.2時間
だったが、前年にアセスメントが実施された182隻に限る
と9.5時間となり、「10時間以内」としている目標を達成し
た。また、評価点が3.0以上という高水準の152隻は平均
6.4時間、2.9以下では25.2時間と、明確な差が現れた。
定期的なアセスメントで安全水準の維持を支援する。

■ ■  主役は乗組員と船舶管理会社

　導入から30年近くが経過し、この間、国際規則や業界
による安全基準は厳格化した。また、船舶や船舶管理会
社は「NAV9000」以外にもさまざまな外部監査を受けて
おり、オイルメジャーらで構成する石油会社国際海事評
議会（OCIMF）や、資源メジャーによる船舶格付け会社
ライトシップの検船など、直接的に荷主に関わる外部の
監査に関心が移りつつあるとも感じていた。「重複による
乗組員・船舶管理会社の負担増もあった。そこで、同じこ
とを繰り返すのではなく、『NAV9000』の独自性を明確
にし、価値を高める形に刷新したいと考えた」（鈴木氏）。
安全品質をさらに向上させ、運航者としての責任を確実
に果たすために、より高度な安全管理体制と実効性を確
保する安全基準が必要と判断した。
　そこで策定したのが、進化版の「NAV9000 Plus」だ。
基本的な思想や仕組みは継承しつつ、「伴走」と「共創」、

「対話」をより意識し、船舶、船主、船舶管理会社などに
対する丁寧なフォローアップを通じて、運航船の安全品
質をさらに高めていく。
　「NAV9000 Plus」の進化のポイントは大きく四つある。
　一つ目は、絶対に譲れない安全の価値観を明確化した

「Golden Rule（ゴールデンルール）の策定」だ。
　グローバル・マリタイム・クオリティー・アシュアランスチー
ムの濱崎隼氏（一等航海士）は、「チェックリストにすると
約1500項目にもなる膨大な要求事項の中から、ダウンタ
イム10時間以内と重大事故件数ゼロというわれわれの

安全目標を達成するために、日本郵船として“ここだけは
絶対に譲れないもの”を抽出した」と説明する。
　ポイントの二つ目が、アセスメント結果を分かりやすく
示す「評価シートの導入」。三つ目が、船種ごとの事業部
に配置される「アンバサダー」による手厚いフォローアッ
プ体制の構築。四つ目が、「船舶管理形態に応じたアプ
ローチの最適化」だ。実効性を高めるための施策が多角
的に盛り込まれている。
　「NAV9000 Plus」を運営するうえで、日本郵船が強調
するのは、「主役は乗組員と船舶管理会社である」という
点だ。日本郵船は、自ら走ろうとする現場に寄り添い、と
もに課題に対峙する伴走者であるという意識を持つ。こ
のため、より「対話」を意識した運用とする。船舶や会社
のアセスメントで不足箇所を診断するだけでなく、改善
のための処方箋を提示し、定期的にフォローアップまで
行う。「ホームドクターのような立場で一緒に品質を高め、
荷主の要請に各社・各船が適切に対応できるように支援・
共創していく」（樋口常務）
　また、要求事項も一部見直す。17年に行った直近の見
直し以降、ドライバルク業界が立ち上げた船舶管理会社
に対する評価の枠組み「ドライBMS」をはじめ荷主らが
主導する取り組みも増えた。そこで、従来は推奨にとどめ
ていた対応を、要求事項に加えることにした。荷主の各
種要求事項も取り込むことで、「NAV9000 Plus」に対応
できれば、荷主などの検船、寄港国による検査（PSC）な
どの大半をクリアできる姿を目指す。

NAV9000 Plusアセスメントの様子　

Golden Rule
（ゴールデンルール）

の策定

事故防止に直結する根幹の約束事を、すべての関係
者で共有する。
● Seamanship（すべての乗組員の労働安全衛生の

ルール）：へルメット着用などの安全行動、救命・消
火設備の適切な維持、コミュニケーションの重視

● Navigation（航海業務関連のルール）：衝突・座礁
事故防止のための適切な見張り、情報共有、不安
要素があれば直ちに行動する姿勢

● Engineering（機関業務関連のルール）：妥協しな
い点検・整備、五感を使った見回り・監視、緊急時に
備えた機関理解の深化

評価シートの導入

従来はスコアと是正要求の2点を提示していたアセス
メント結果を、分野別に細分化してスコアを示し、図
解することで、強みと弱みを明確に提示する。是正要
求も、単なる指摘ではなく、「なぜ起きたのか」「放置
すれば何が起こり得るのか」を示すことで、改善の必
要性を納得感をもって共有する仕組みとする。

アンバサダー制度
の創設

従来は是正要求を行った後、次のアセスメントまでは、
いわば「経過観察」期間となり、必ずしもフォローアッ
プが十分ではなかった。そこで、ドライバルク、自動車
船、LNG船、タンカーといった各事業部で、「NAV9000 
Plus」のコンセプトを深く理解した社員をアンバサダー
として任命し、訪船も行いながら、アセスメント結果に
基づく手厚いフォローアップを実施する。

船舶管理形態に応
じたアプローチの
最適化

外部の船舶管理会社と日本郵船グループの船舶管理
会社で支援の仕方を変える。外部管理会社には、海
務グループが各事業部と連携してアンバサダーを中心
としたフォローアップを行い、グループ管理会社には、
アンバサダーによるフォローに加えて、内部監査への
同行など、より深く内部から改善を促す。

■「NAV9000 Plus」進化のポイント
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2 0 2 5年  双日船舶株式会社は

ソメック株式会社に生まれ変わりました。

ソメック株式会社
〒105-5135
東京都港区浜松町2-4-1世界貿易センタービル南館
E-mai l :  info@somec.jp
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—— 海上職を目指したきっかけと、日本郵船入社後の業
務内容を教えてください。

鈴木　もともとは飛行機のパイロットを目指していまし
たが、視力が基準に届かず、船の世界へ進むことにしまし
た。東京商船大学（現・東京海洋大学）に進学し、縁あっ
て2001年に日本郵船に入社しました。海上勤務では
LNG船を中心に、重量物船にも乗船しました。入社6年
目以降は、海上勤務と陸上勤務を行き来し、陸上では
LNG 船の船舶管理会社での安全管理業務、シンガポー
ルの船舶管理会社での船員関連業務などを経験しました。
また、マルコペイ社の立ち上げ時には、事業モデルの検
討にも携わっています。その後、コロナ禍という特殊な状
況の中で初めて船長としてLNG船に乗船し、現在は海務
グループに所属しています。
濱崎　17年入社で、現在は一等航海士です。海上職を目
指すようになったのは、東京海洋大学に入学したことがきっ
かけでした。もともとは東京の大学に進学したいという
思いから東京海洋大を選びましたが、乗船実習を通じて
船乗りの仕事の面白さに惹かれました。海上勤務では自
動車船、コンテナ船、バルカー、LNG 船、LPG 船と幅広
い船種に乗船してきました。23年6月から初めて陸上勤
務となり、現在は「NAV9000」関連業務をはじめとする
安全推進活動に携わっています。入社前は長期間の海上
勤務に不安もありましたが、実際に乗ってみると楽しく、
時間がたつのもあっという間でした。今では陸上勤務を
しながら、再び船に戻りたいと感じている自分に驚いて
います。

—— 「NAV9000 Plus」プロジェクトにかける思いを聞
かせてください。

鈴木　「NAV9000」が創設されてから約30年。そして25
年は日本郵船創業140周年という節目の年でもありまし
た。そのタイミングで刷新に関われることに、不思議な縁
を感じています。初乗船の際、当時の船長から「これを勉
強しなさい」と「NAV9000」のチェックリストを手渡され、

安全品質の重要性を徹底的に教え込まれました。その後、
LNG船の船舶管理会社でも安全管理業務に携わる機会
があり、これまでの経験が今につながっています。大きな
節目となる刷新だからこそ、必ず成功させたいです。プロ
ジェクトの実務は若い世代を中心に進めています。次の
日本郵船を担う世代に、この仕組みをしっかり引き継い
でいきたいと考えています。
濱崎　日本郵船の安全と品質を支えてきた「NAV9000」
を、今後10年、20年、30年先まで、どのように進化させ
ていくのかを考えられる点に、このプロジェクトの醍

だい

醐
ご

味
み

があります。1998年の創設当時の資料にも目を通し、そ
こからヒントを得て、現代の視点を加えて取り組みを深
化させていくことになります。まさに温故知新であり、大
きな責任を感じながら取り組んでいます。

—— 日本郵船の海技者を目指す人に向けてメッセージ
をお願いします。

濱崎　海上勤務では多様な船種に乗り、さまざまな職位
を経験します。陸上勤務でも、業務ごとに求められる知
識や技術は大きく異なります。その分、自己研鑽は欠か
せませんが、常に新鮮で刺激的な仕事に携われる点は大
きな魅力です。外航船員という世界に興味を持ち、日本
郵船を目指してもらえたら嬉しいです。
鈴木　当社は風通しが良く、自由度の高い職場だと感じ
ています。船乗りとしてのやりがいも非常に大きいです。
私は次席一等航海士としてLNG船に乗っていた際、東日
本大震災を経験しました。震災後、電力需給が逼

ひっ

迫
ぱく

する
中で一等航海士としてLNG輸送に携わり、社会インフラ
を支えているという実感を強く持ちました。また、コロナ
禍では船長としてLNG船に乗船し、在宅者増加に伴う電
力需要の高まりの中で、顧客の要望に応えるために輸送
に従事しました。その結果、人々の暮らしを支える一端を
担えたと感じています。輸送という仕事は社会と人々の
生活に直結します。その誇りを持てる仕事が、海技者の
道だと思います。

温故知新でつなげる安全文化
海務グループ グローバル・マリタイム・クオリティー・アシュアランスチーム  
鈴木道生 チーム長、船長       濱崎 隼 一等航海士

プロジェクトを動かすキーパーソン

  鈴木氏（左）と濱崎氏
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もれない！もらさない！

www.teikokudenki.co.jp
住所：〒679-4395　兵庫県たつの市新宮町平野60番地
Tel :0791-75-0412 Email:s_li@teikokudenki.co.jp

メタノール燃料

アンモニア燃料

LCO2輸送

テイコクキャンドモータポンプ
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2隻と既存のRORO 船、離島航路船という船種や船型、
航路が異なる計4隻と、常設型と災害時対応を視野に入
れた移動型の二つの陸上支援センター（フリート・オペレー
ション・センター、FOC）を用いて無人運航を実証する。
陸上支援センターから同時に複数の船を監視・支援する
など、より社会実装を意識したものになる。陸上からの
複数の無人運航船の航行支援は世界初のことだ。
　実証船4隻は表のとおり。複数船舶の運航監視、航海
機能・機関機能に関する個別支援、航海計画策定などの
陸上支援機能をすべて兼ね備えた陸上支援センターが、
兵庫県西宮市の古野電気社屋内に完成。また、複数船舶

■ ■  世界初商用運航、社会実装へ前進

　日本財団の「MEGURI2040」は、内航海運の少子高
齢化に伴う人手不足、ヒューマンエラーによる海難事故
といった社会的課題の解決と、日本の海事産業の競争力
強化を目的に、無人運航船の実用化を目指して技術開発
を進めるプロジェクトだ。このプロジェクトで2019～21
年度に実施されたステージ1では、5コンソーシアム・6隻
による世界に先駆けた内航船の無人運航の実証運航に
成功した。これに続いて22年度からスタートしたステー
ジ2では、無人運航船の社会実験にとどまらず、社会実装
を大きく前進させることを目指している。
　ステージ2では、ステージ1に参加したコンソーシアム
のメンバーが一つにまとまり、オールジャパンで53社、国
内外の協力組織を含めると100社超のコンソーシアムが
オープンイノベーションによる開発などを進めている。海
運・造船・舶用など海事クラスターだけでなく、異業種も
参画する。ステージ1とステージ2はそれぞれ100億円規
模の事業になり、その8割強を日本財団が助成している。
　技術開発では、自律操船、自動離着さん・係留技術、遠
隔からの複数船舶の同時支援、より安定的な船陸間通信
の確保などに取り組んでいる。新造船を含むコンテナ船

日本財団が推進する内航海運を対象にした「無人運航船プロジェクトMEGURI2040」で、日本郵船グループは中心的な役割
を担っている。このプロジェクトのステージ2では、完全自動運航が一部可能な自動化レベルとして、自動車の自動運転レベル
4相当（条件付き自動運航）を目指しており、海事業界の最先端として世界中から注目されている。海事産業だけでなく他産業
も参画してのオールジャパンで技術開発に取り組むと共に、社会実装に向けたルール整備と情報発信を通じた社会的な理解の
醸成にも取り組んでいる。このプロジェクトの成果は、国際海事機関（IMO）での自動運航船に関する国際ルールづくりを日本
が主導する土台にもなる。

無人運航船プロジェクトMEGURI2040
世界最先端技術の開発で社会課題を解決

常設型の陸上支援センター　

実証船 主な開発主体 商用運航航路
離島航路船
おりんぴあどりーむせと （全長65m） 日本海洋科学（リーダー）、国際両備フェリー、常石ソリューションズ東京ベイ、三菱造船、古野電気 新岡山港—土庄港（小豆島）

内航コンテナ船
みかげ （全長95m） 商船三井（リーダー）、井本商運、古野電気、常石ソリューションズ東京ベイ 神戸—名古屋

内航RORO船
第2ほくれん丸 （全長173.8m） 川崎汽船（リーダー）、川崎近海汽船、日本無線、YDテクノロジーズ 釧路—日立

新造内航コンテナ船
げんぶ （全長126.8m）

MTI（リーダー）、イコーズ、日本海洋科学、JMU、古野電気、BEMAC、東京計器、ナブテスコ、サンフレム、
常石ソリューションズ東京ベイ、Space Compass、JRCS、寺崎電気、内航ミライ研究会、WNI、EIZO 神戸―大阪―名古屋―横浜

■「MEGURI2040」ステージ2の実証船
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の同時監視などを可能にしつつ、将来的な普及と災害時
の冗長性の担保を見据えて陸上支援に必要な機能をコ
ンパクトに集約した移動型陸上支援センターを開発した。
　社会実装を目指すプロジェクトのため、技術開発だけ
でなく、ルール作り、次世代に向けた無人運航船の社会
的理解の増進も重要視する。ルール作りについては、規
制緩和を通じた社会実装の実現と、国際規格化による日
本海事産業の国際競争力の強化をねらう。
　自動車と異なり、船は実物でテストするのが難しいため、
設計フェーズでシミュレーター技術も活用。日本郵船グ
ループを含む海事産業が参画する東京大学の社会連携
講座「海事デジタルエンジニアリング（MODE）講座」で
取り組むシミュレーション技術を活用したデジタルエン
ジニアリング手法を実践する場にもなっている。
　実証船4隻のうち“おりんぴあどりーむせと”が25年
12月に国内初となる「自動運航船」として国の船舶検査
に合格し、商用運航の準備が整った。日本財団の調べに
よれば、一般乗客が乗船する定期旅客航路で、自動運転
レベル4相当による定常的な商用運航が行われるのは世
界初となる。自動運転レベル4相当とは、特定のエリアや
条件下において人の介入を必要としない完全自動運転
が一部可能な技術段階を指し、船舶については現在、国

際海事機関（IMO）などで定義が議論されていることから、
便宜的に自動車分野の定義を流用している。
　“おりんぴあどりーむせと”は、国際両備フェリーが運
航する旅客定員数500人の離島航路船で、新岡山港（岡
山市 ）から土庄港（ 香川県・小豆島 ）を 結 んでいる。

「MEGURI2040」では、離島航路における自動化実証の
ための試験船として使用されてきた。船舶往来が盛んで
障害物となる島や岩礁も多い瀬戸内海域において、セン
サーやプランナー（避航ルートを自動で計画）などのシス
テムが適切に動作するかなどを確認するための安全性評
価が進められた。船員のみで自動運航船として航行する
ためには計2回の検査を受ける必要がある。1回目は設
計段階・機器搭載前・船上で実施され、合格すると「初期
段階の自動運航船」（自動運航システムのすべてのタスク
に人の介在が必要）として検査証書が交付。2回目の検査
にクリアすると「自動運航船」として船員のみで運航可能
になる。“おりんぴあどりーむせと”は25年7月と12月に
これら2回の検査に合格した。
　「MEGURI2040」の残る3隻の自動運航機能搭載船に
ついても順次求められている検査に合格させ、4隻同時
運航も行う計画だ。

“おりんぴあどりーむせと”に搭載されている自動運航装備（画像提供：日本財団）移動型陸上支援センター（画像提供：日本財団）　
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LAX

〒145-0066 
東京都大田区南雪谷 1-2-15 
TEL：03-3726-4413  　
E-mail：sales@musasino.co.jp

www.musasino.biz高精度な液量計測で安全で船にやさしい荷役を高精度な液量計測で安全で船にやさしい荷役を

パルスパージ式液量計&ドラフトゲージ

Smooth Cargo handling and Operation support

 バラスティングの確実化　　　バンカリング作業の省力化

フネ×ヒトのチカラで
日本の未来を明るく
デザインする

フネ×ヒトのチカラで
日本の未来を明るく
デザインする

フネ×ヒトのチカラで
日本の未来を明るく
デザインする

フネ×ヒトのチカラで
日本の未来を明るく
デザインする

〒105-0012 
東京都港区芝大門1-9-9  野村不動産芝大門ビル7階
公式HP：https://www.kyk.co.jp　
※問い合わせはホームページをご覧下さい
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■ ■  自動車船に自律運航システム搭載

　日本郵船は「MEGURI2040」の開発成果の活用に踏
み出している。安全運航の達成と船上業務の効率化を目
指して最新のマリンDX機器を26年3月に新来島豊橋造
船所で竣工予定の自動車船に搭載することを決めた。

「MEGURI2040」で開発された自律運航システムと、大
動揺防止システムと船内全域をカバーするWi-Fiネット
ワークを搭載。実際の商用航海中にトライアルを実施し
て効果を検証する。
　自律運航システムは、船員の監視のもと、自動で衝突・
座礁を回避し、安全な航行を支援する。従来操船者が手
動で行っていた航海当直時の情報収集、状況分析、避航
計画の立案などをサポート。船舶の大型化や交通量増加、
搭載機器の複雑化などによって増加する操船者の負担を
軽減し、ヒューマンエラーに起因する事故を防止する。
　日本郵船が搭載する自律運航システムは、
人工知能（AI）を活用した画像認識技術や、
レーダーターゲットの自動解析技術などに
より周囲の情報を収集して状況を分析し、
衝突リスクなどの情報を可視化するほか、
避航計画を立案して自動で操船を行う。従
来通りの乗組員による操船への随時切り替
えも可能だ。
　大動揺防止システムは、専用のレーダー
によって観測された波浪データをもとに本
船コンディションに応じた船体動揺をシミュ
レートした結果に基づき、最も揺れにくい

—— 「MEGURI2040」の意義を教えてください。

　人手不足という社会的課題は海運業界も例外ではなく、
特に内航船や旅客船では船員不足によって実際に船が
止まり始めています。この社会的な問題に対して、日本財
団は無人運航船が一つのソリューションになると考え、

針路と速力を操船者に提案。大きな動揺の発生を予防し、
貨物の保護と安全性の向上を目指す。海象条件が同じで
も、船の針路や速力によって船体の挙動は大きく異なる
ため、デジタル技術で操船判断をサポートする。
　同船は船内全域にWi-Fiアクセスポイントを設置し、
船内の通信環境を大幅に改善する。衛星通信の発達によ
り船陸間の通信環境は改善が進んできているが、船内で
は船橋や居住区など通信が可能な場所が限られている
のが現状。機関室や甲板上、貨物倉内などの現場では、
オンラインマニュアルや資料の閲覧のほか、リアルタイム
映像でのトラブル状況の確認、傷病者発生時の陸側医療
機関とのコミュニケーションなどが困難な場合がある。
また、船体は金属でできているため、船内コミュニケーショ
ンに使うトランシーバーが届きにくい場所が存在し、日
常業務に支障をきたすことがある。これらの課題を解決し、
船上業務の効率化と安全運航を実現する。

無人運航船の社会実装による国内物流・人流の健全性維
持を目指して「MEGURI2040」を立ち上げ、われわれ日
本郵船グループも参画しています。今はスマホをクリック
すれば翌日には商品が届く時代で、国内物流を支える海
運の重要性が感じにくくなっているかと思います。しかし、
コロナ禍を経て、海運が止まれば国民生活に大きな影響

橋渡し役と牽引役を担う
日本海洋科学  桑原 悟 執行役員運航技術グループ長、船長

プロジェクトを動かすキーパーソン

ルート（WPT・Leg）視点によってシンボルが
3D⇔2Dに変化

詳細情報（AIS・ENCチャート） ENCチャート
（海岸線・ブイ・安全等深線など）

ユーザーチャート
（Area、NoGoArea、Label…）

航法データ

自船
AIS/TT統合

TT

AIS

衝突リスクエリア
（赤・橙・灰）

■自動車船に搭載する自律運航システム
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があるということが改めて一般の方々にも認識されたか
と思います。そのような状況の中、海事立国の日本として、
持続可能な海上輸送を実現することがこのプロジェクト
の大きな意義です。

—— 「MEGURI2040」の目標は。

　一つ目は、船員不足によって国内物流の健全性が損な
われることに対して、輸送の安定性を確保すること。二つ
目は、船員不足への対応策として船上の労働負荷を低減
すること。三つ目は、海難事故の約8割がヒューマンエラー
と言われる中で、人間の弱点を踏まえ高度なシステムで
支援することによって、安全性をより高めることです。
　人間は自分の弱点をあまり見たがらない生き物です。
私自身の船員としての経験からも、夜間航行の目視には
限界がありますし、年齢を重ねれば視力も集中力も徐々
に落ちていきます。それをしっかり踏まえた上で、人間の
能力をカバーする技術を積極的に取り入れるべきだと考
えています。「MEGURI2040」で目指しているのは、安全
運航を支援するシステムです。日本財団から最初に与え
られた課題は「完全無人」でした。技術的に可能性はあ
りますが、ルールの整備も含めるとその社会実装は決し
て簡単なことではありません。将来的な「完全無人」は技
術者として意識はしていますが、まずは今目の前にある
社会課題を解決するために日本財団と「MEGURI2040」
で目指すゴールについて議論を重ねました。われわれが
開発したシステムは条件が整えば無人で船舶を動かせま
すが、24時間365日、手放し運転ができるものではなく、
輻輳度が高く衝突の危険性が著しく高い場合やシステム
の安定性が落ちた場合には人が介在する設計となってい
ます。つまり「船橋は無人、船内は有人」という考え方です。

—— 省人化の具体的なイメージは。

　例えば、749総トン以上の内航貨物船は通常は航海当
直要員が6人（2人×３交代）ですが、当直者1人分をシス
テムに置き換えることで３人体制（1人×３交代）が可能に
なります。機関職員については機関長と機関士が乗り組
むところを、機関長を陸上支援センターに配置して陸上
から支援することで人手不足に対応可能となります。将
来的には船員OBに、各地方に設置した陸上支援センター
で働いてもらうことで人材を確保するといった未来のビ
ジネスモデルも考えながら取り組んでいます。
　また、内航船の初級資格である6級の船員が、自動車
のオートマ限定免許のようにシステムや陸上からの支援
の下で4級相当の船を動かすことが可能になることも考
えられます。労働負荷を下げることで、人が減っても安全
に船を動かせる、つまりは船舶を簡単な乗り物にするこ
とを考えています。労働負荷というと労働時間の削減と
考えがちですが、精神的負担を下げることも重要です。

—— 「MEGURI2040」での日本郵船グループの役割は。

　「MEGURI2040」のステージ2では参加企業が53社に
拡大し、協力会社を合わせると100社を超え、海外のメー
カーや研究機関ともやり取りしています。私は「MEGURI 
2040」のコンソーシアムのプロジェクトディレクターとし
てプロジェクト全体を統括しており、国土交通省、海上保
安庁、全日本海員組合など関係機関に対する窓口も務め
ています。
　日本海洋科学やMTIを含む日本郵船グループに期待
されているのは、ユーザーの声をメーカーにしっかりと
伝えることです。メーカーの力が強い海外ではメーカー
が自分たちの持つ技術を使ってもらうというアプローチ
なのに対して、日本のメーカーはユーザーとの関係がフラッ
トで、ユーザーが求める商品を作るというマインドが非
常に強いと感じます。ただ、現場の船員の「ちょっと違うぞ」、
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お客様のグッドパートナーにお客様のグッドパートナーに

https://www.suzuyomarine.co.jp/

■本社（コンテナ課　東日本チーム）  054-354-3101　east-sales@suzuyomarine.co.jp
■本社（コンテナ課　西日本チーム） 054-354-3101　west-sales@suzuyomarine.co.jp
■東京営業所（一般貨物） 03-3432-7159　tokyo-sales@suzuyomarine.co.jp

「こういうものが欲しいんだが」という感覚をメーカーに
定量的に伝えるのは、実は簡単ではありません。そのよ
うな時に、海運会社として船と物流の現場を知り、かつ国
内外のメーカーの皆さんと共にさまざまな技術開発を行っ
てきたわれわれ日本郵船グループが間に入ることで、話
をつなぐことができます。
　また、ユーザー、メーカーそれぞれに対して開発の先
を見せるということが非常に重要です。ユーザーとして
は安全・効率運航というメリットが得られ、メーカーとし
ては開発した技術が世の中を支えビジネスになるといっ
たウィンウィンの関係で進んでいることを感じてもらうこ
とで、各企業は信用してプロジェクトに集まってくれます。

「MEGURI2040」のステージ2自体は延長を経て26年9
月までですが、プロジェクトの成果も生かして、日本郵船
は26年3月に新来島豊橋造船で竣工予定の自動車船に
無人運航システムを搭載し、われわれの使命である航行
安全を高めていきます。
　実際に見に来てもらえたら分かりますが、「MEGURI 
2040」のコンソーシアムは高校の部活のような雰囲気で、
所属や立場に関係なくワイワイガヤガヤとみんなが自由
に意見をぶつけ合いながら開発を進めています。そもそ
も日本人の国民性として、それぞれの利害をいったん忘
れてみんなで集まって力を合わせるという船団形式が得
意です。ただ、全体を引っ張ることが苦手で、うまくいか
ないと烏

う

合
ごう

の衆になってしまうおそれがありますので、そ
うならないための牽引役を日本郵船グループは期待され
ていると思います。
　「MEGURI2040」では、技術開発と並行して無人運航
船に関するルールづくりなどの環境整備も進めていますが、
環境整備のための国交省をはじめとする各方面との調整
もわれわれの大きな役割です。環境整備は海事クラスター
だけではつくれないため、通信会社や保険会社などにも

参加してもらっています。そういった他産業との間の調整
役も担っていると思います。

—— 他に注目してもらいたい点は。

　「MEGURI2040」では対外発信にも非常に力を入れて
います。こういった新たな技術の開発・社会実装には、安
全と安心という二つの視点があり、技術開発で安全性は
高めることができますが、社会実装のためには無人運航
船の安全性に対して一般の方々にも安心感を持っていた
だくという社会的理解、社会受容性の向上にもしっかり
と取り組む必要があります。
　さらに、船員の仕事に対して子供たちに興味を持って
もらったり、システムエンジニアをさまざまな分野で取り
合う状況の中で海事関連の開発に携わりたいと思っても
らうためにも、「MEGURI2040」が世の中の注目を浴び
るような仕掛けづくりにも力を入れています。例えばかっ
こよさをねらってSF調にデザインした陸上支援センター
で子供たちの見学会を開催したり、人の目に触れる移動
型陸上支援センターの外装デザインを公募するなど、よ
り多くの関心を持っていただけるように遊び心も大事に
しています。

桑原氏：1994年日本郵船入社。原油タンカーなどの海上勤務と陸上
勤務を繰り返し経験した後、2017年に日本海洋科学に出向。現在

「MEGURI2040」のコンソーシアムのプロジェクトディレクターとし
てプロジェクト全体を統括。

SF調にデザインされた陸上支援センター
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などで不便を感じる船員もいる。そこでマルコペイ社は、
船員の「本来の価値」を顕在化させ、コミュニティーの規
模を生かすことで、有利な条件のローンや保険、航空会
社や自動車メーカーと連携した旅行商品、車両購入の優
遇サービスなどを提供してきた。

■ ■  フィリピンから、あらゆる国籍へ

　25年、日本郵船グループの電子通貨事業は新たな局
面を迎えた。船員向け給与支払いプラットフォームをグ
ローバルに展開するドイツのカドモス・ホールディングス
を7月に買収。サービスの対象はフィリピン人船員から世
界中の船員へと広がった。
　マルコペイ社のサービスはフィリピンの電子通貨ライ
センスを基にしているため、フィリピン人に特化したサー
ビスであることが強みでもあり、課題でもあった。日本郵
船の推計では、世界の船員は約200万人。そのうちフィリ
ピン人は約30万〜40万人だが、マルコペイ社が直接カ
バーできるターゲットゾーンは、フィリピン人船員の配乗
比率が高い船主、船員配乗・船舶管理会社が中心で、そ
の船員数は約10万人程度にとどまっていた。あまねくフィ
リピン人船員にサービスを届けるために、また、より大き
な市場へ挑戦するために、フィリピン人以外の船員向け
サービスをどう構築するか。その答えが、カドモス社の買
収だった。
　両社のサービスと合わせることで、フィリピン人船員比
率が低い顧客や、インド人をはじめ多国籍の船員を起用
する顧客にもリーチできるようになる。まさに求めていた
マルコペイ社との補完関係が成立した。
　顧客基盤も広がる。マルコペイ社は従来から日本の船

■ ■  自前の電子通貨ライセンスで拓く

　マルコペイ社が本格的に事業を開始したのは21年。フィ
リピン人船員とその家族の福祉向上を掲げ、電子通貨「マ
ルコペイ（MarCoPay）」による給与支払いを中核に据え
たプラットフォームを築いた。マルコペイ社はフィリピン
人船員に対するデジタル給与支払いプラットフォーム事
業者として唯一、フィリピン中央銀行から電子通貨発行
者のライセンスを取得している。日本郵船からマルコペイ
社に出向している清原隼人氏は「取引先は着実に増え、
現在は船員配乗会社など60社以上がマルコペイを利用
している」と語る。日本郵船グループの利用もあるが、顧
客の9割超はグループ外の企業と、そこに雇用される船員
だ。フィリピン通貨ペソ建て取引に強みを持つマルコペ
イは、フィリピン人に特化したサービスとして同国内での
認知を広げている。
　マルコペイ社の事業目的は大きく二つある。
　一つ目は、船員配乗会社にとって煩雑だった給与送金
業務を電子通貨で効率化し、同時に船員の利便性を高め
ることだ。通常、船員の給料の一部は船上で現金で支払
われるが、それを電子通貨に置き換えることで、船員はス
マートフォンのアプリなどから、家族への送金、ドルで受
け取った給料の現地通貨ペソへの交換、他の電子通貨へ
の交換、銀行やノンバンクでの現金化も行える。船長や
船員配乗会社にとっても、多額の現金を管理する負担か
ら解放される。
　もう一つが、船員を中心とした海事産業コミュニティー
の形成だ。外航船員はフィリピン国内でも高い給与水準
にある一方、期間雇用という特性から、その経済的価値
が正当に評価されない場面も少なくない。ローンの利用

世界の海を舞台に働く船員たちの暮らしを、金融の力で変えようとする挑戦がある。日本郵船が2019年、世界最大の船員輩出国
であるフィリピンのマニラで、現地パートナーのトランスナショナル・ダイバーシファイド・グループ（TDG）とともに立ち上げたマルコ
ペイ社（MarCoPay Inc.）だ。この構想に共鳴したのが、総合商社の丸紅と金融大手の三菱UFJ銀行である。各社がそれぞれの専
門性を持ち寄り、船員コミュニティーに寄り添う新たなサービスを共創してきた。そして25年、日本郵船は次なる一手を打つ。多様
な国籍の船員を対象に給与支払いサービスを展開するドイツのカドモス社（Kadmos Holding GmbH）の買収。二つの電子通貨サー
ビスを連携させることで、船員、船主、船員配乗・船舶管理会社を支える「シングルウインドウ」を構築する構想が動き出している。

電子通貨サービスのマルコペイ／カドモス
シングルウインドウで世界中の船員の生活を支える
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主や船員配乗・船舶管理会社を中心としたアジアでの活
動に強みを持つが、カドモス社が加わることで、ギリシャ、
ドイツ、北欧など欧州の海事産業集積地の企業へのサー
ビス拡大を狙える。
　25年10月には、カドモス社が英国の電子通貨ライセン
スを取得した。従来はパートナー企業を介して金融機能
を提供していたため、サービス展開の制約や着金までの
時間、送金手数料の高さが課題だったが、自前ライセン
スに基づくサービス構築により、こうした課題を解決して
いく見込みだ。
　ライセンスを取得主体となった英国企業KDMSペイメ
ント社（KDMS Payments Ltd）に日本郵船から出向して
いる小林豊氏は「顧客が一つの窓口でカドモス社とマル
コペイ社のサービスの提供を受けられる体制を作り上げ
たい。カドモス社の英国ライセンスに基づくサービスは、
日本郵船グループの船舶管理会社を起用したテストを実
施の上、26年9月頃から外部顧客への提供を開始する予
定だ」と話す。
　今後は幅広い国籍の船員をカバーするカドモス社を顧
客の契約窓口としつつ、顧客が国籍構成に応じていずれ
かのサービスを選択できる形を想定する。「マルコペイ社

はフィリピン人船員に対して自信を持ってサービスを提
供してきたが、多国籍の船員が乗り組む船では利用しに
くいという課題があった。カドモス社のサービスによって、
各国籍の船員へ適切な送金サービスを提供できるように
なる。この協業は大きな価値を生む」と清原氏。
　マルコペイ社とカドモス社の取り組みは、海運業界を
支える重要な存在である船員のウェルビーイングを推進
するものでもある。キャッシュレスが当たり前になり、デ
ジタルネイティブの船員も増えてくる時代。ワンストップ
でシームレスなサービスの早期実現を目指す。

—— 日本郵船に入社した経緯とこれまで担当した業務
について教えてください。

小林　2007年に入社しました。海運会社を志望したのは、
海運が世界を支える産業というイメージがあったからです。
入社後 は 港湾グル ープ、米自動車船グル ープ、NYK 
Business Systemsを経て、船舶事業グループでカドモ

ス社の買収に携わりました。25年10月からは、英国の電
子通貨ライセンスの取得会社であるKDMSペイメント社
に出向しています。日本郵船はジョブローテーションの
多い会社なので、新しい仕事に対する戸惑いはありません。
海運業界は仕事の幅が広いと感じます。さまざまな産業
の顧客のみならず、造船所や舶用メーカー、運航を支えて
くれる船員や船舶管理会社が存在し、多様な人たちのお

次のステップへ挑戦
マルコペイ社  清原隼人 プレジデントCEO 
KDMSペイメント社  小林 豊 ダイレクター 

プロジェクトを動かすキーパーソン

利用者数 対象船員 サービス 創業年、本社所在地、グループ社員数

マルコペイ 3万人超（船員とその家族） フィリピン人 電子通貨、ローンや医療保険など付帯サービス 2019年、フィリピン・マニラ、約100人

カドモス 2万人弱（船員） 多様な国籍の船員 電子通貨 2021年、ドイツ・ベルリン、約20人

■会社・サービス概要

  清原氏   小林氏
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かげで海運業が成り立っています。
清原　私は01年に銀行に入社し、04年にキャリア採用で
日本郵船に入りました。日本郵船での仕事の半分はドラ
イバルク分野で、事業企画に関する仕事に多く携わって
きました。最初は製紙原料グループでオペレーションや
チャータリング、営業などの業務を一通り経験し、その後
は企画グループで全社的な予算管理の仕事などを担当し
ました。その後、米国のビジネススクールに2年間通い、
会社経営や事業のマネジメントを学びました。帰国後、
LNGグループで投資管理、製鉄原料グループやバルク・
エネルギー事業統轄グループで船隊整備の仕事を担当
しました。直近は当社グループによる東京湾のレストラン
船 “レディー・クリスタル”の後継船の新造プロジェクト
を担当し、25年10月からマニラのマルコペイ社に勤務し
ています。金融分野のバックグラウンドに加えて、ドライ
バルク時代に船主や船舶管理会社と関わる中で得た経験、
事業企画や留学で培った知見を、現在の仕事に生かして
いきたいと思います。

—— 電子通貨による船員向け事業に携わる意気込みを
聞かせてください。

小林　カドモス社のサービスの対象は船員の給与という
ニッチな分野ではありますが、奥深い海運業の深部に携
わることができますし、船会社にいながら金融の経験が
できていることは大きなチャンスだと捉えています。他社
でもデジタルバンクのような取り組みはありますが、多く
は金融機関との提携によるものです。われわれのように、
事業会社が独自の電子通貨ライセンスを持って金融事業
を展開しているケースはあまり多くありません。現在のラ
イセンスでは預金や融資は行えませんが、電子通貨事業
が順調に成長した先には、そうした次のステップにも挑
戦したいと考えています。海運ビジネスでは用船料や燃
料費など、非常に大きな資金が動きます。将来的には、日
本郵船がデジタルバンク事業を手掛けている、という姿
もあり得るかもしれません。
清原　マルコペイ社はビジネスの基盤が出来上がり、日
本郵船の電子通貨事業は次の成長ステージに差し掛か
るタイミングに入っています。責任は重大ですが、非常に
チャレンジングで面白い局面にあると感じています。

—— 海技者の仕事を志す人へのメッセージをお願いし
ます。

小林　船上ではマニュアルやルールに沿った行動が求め

られるため、自分の個性を十分に発揮できないと感じる
こともあるかもしれません。ただ、まずはルールをしっか
り学び、経験を積むことで、陸上を含めた活躍のフィール
ドは確実に広がっていきます。当社の事業はこの10年ほ
どで、洋上風力発電や電子通貨ビジネスなど、かつては
想定していなかった分野へと踏み出してきました。そうし
た分野ではルールに迫っていく、ルール作り自体に関与
していくといった挑戦ができますし、脱炭素への取り組み
など明確なルールのない時代にチャレンジしていくため
にはルールに基づいた海上経験というバックグラウンド
が生きると確信しています。また海外の船舶管理会社な
どでは海技者のマネジメントを行うことが多いため、「船
乗り」特有の話題があることも多く、うらやましいなと思
うこともあります。
清原　船員・海技者を志す人たちに伝えたいことの一つは、
海技者の活躍のフィールドが広がっていることです。例
えば、電子通貨事業を担当している日本郵船の担当チー
ム長は自社養成の海技者です。船の運航に関わるだけで
なく、新規事業開発や会社の買収など、海技者は広い
フィールドで業務に携わっています。
　2点目は、活躍の場が世界に広がっていることです。例
えば、重要な船員輩出国であるフィリピンには他社も含
め船長や機関長経験者が多く駐在しています。
　3点目は、さまざまなサポートを得られる環境が整って
いることです。カドモス社やマルコペイ社は船員の生活
の質を高めて、仕事に専念できる環境を作ることを目的
に事業を行っています。それに共鳴し、サービスを利用し
てくださる船主、船員配乗・船舶管理会社が増えています。
海事産業は海技者に大いに期待を寄せています。共に働
く仲間として、最大限サポートしていきたいと考えています。

左から、清原氏、マルコペイ発足から同社を率いた藤岡敏晃氏、小林氏
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2025年3月25日 竣工
211,000トン型LNG/MGO 二元燃料ばら積み運搬船 「SG SUNRISE」 

伊万里から
    世界へ !
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日本郵船とグループ会社のMTIは、人工知能（AI）技術を利用した計画業務最適化ソリューションを提供するグリッド（東京都
港区、曽我部完代表取締役）と共同で自動車専用船の配船計画を自動化・最適化するシステムを開発し、2025年7月から本格
運用を開始した。このシステムは、数カ月先までの配船計画について数百万通りの組み合わせをAIで試算し、約10分で最適解
を導き出すことができる。船舶稼働率や輸送効率、輸送コストの最適化に加え、温室効果ガス（GHG）排出量の削減にも寄与
することが期待されている。

自動車専用船AI配船システムを開発・本格導入
最適計画を迅速作成、GHG削減にも貢献

左から、日本郵船自動車事業統轄グループDX・BPMチームの野崎裕行氏、
調整チームの本橋直樹氏、MTI船舶物流技術グループの光嶋徳博研究員、
前田佳彦グループ長代理

　MTI 船舶物流技術グループの前田佳彦グループ長代
理は「開発にあたって、まずDX・BPMチームが配船業務
に関わる判断要素を丁寧に整理・構造化してくれたこと
が大きかった」と強調する。「AIの計算能力が注目され
がちだが、本質的に重要なのは、精度の高いデータを社
内から集めるプロセスと、最適化結果を配船担当者が理
解し、意思決定に活用できる形で可視化する仕組みだ」
と語る。自動車専用船で配船システムの開発が先行した
理由については「燃料消費量が多く船隊規模が大きい点
もあるが、それ以上に当社の自動車船部門では配船に関
する情報と業務プロセスがすでに整理されていたことが
大きい」と説明した。一方、野崎氏は今回のプロジェクト
での MTI の役割を「AI 開発についてはこれまで DX・
BPMチームに経験がなく、開発チームが提案する技術

■ ■  チームで課題に対応

　自動車専用船の配船計画は、どの積地からどの揚地へ、
いつ、どの船で、どれだけの貨物を輸送するかを決める
極めて重要な業務だ。営業担当者が顧客の各拠点の在
庫状況や希望納期を把握し、輸送ニーズを整理した上で、
船舶の輸送能力、入出港・荷役スケジュール、ドック入り、
燃料補給、用船契約など多様な制約条件を考慮しながら、
コストの最小化あるいは利益の最大化を目指した計画を
策定する。近年はGHG排出削減の観点から最適速度で
の航行といった要素も加わり、配船計画立案の難易度が
高まっている。加えて、航行遅延やトラブル、貨物スケジュー
ルの変更などに応じて計画を随時見直す必要がある。
　日本郵船は約120隻という世界最大規模の自動車専用
船団をグローバルに運航しており、数カ月先までの数百航
海に及ぶ配船計画を限られた人数の熟練担当者が作成し
てきた。配船計画の作成はその業務の性格上、属人性が
非常に高く、効率化や継承が大きな課題となっていた。
　こうした課題を背景に、日本郵船は自動車専用船の配
船業務に関わる情報や判断要素を整理・構造化し、計画
立案の精度と効率を高めることを目的に、21年からAI
を活用した配船システムの開発に着手した。プロジェク
トには、自動車船事業統轄グループの配船担当者やDX・
BPMチームに加え、MTIから数理最適化に精通した技
術者が参画。システム開発会社として複数候補の中から
グリッドを選定した。DX・BPMチームの野崎裕行氏はグ
リッドと共に開発を進めることを決めた理由を「自社のシ
ステムや技術だけを謳うのではなく、われわれの業務内
容や課題にきちんと向き合い理解しようという姿勢が決
め手だった。実際の開発でも柔軟かつ前向きで誠実に対
応してくださった」と振り返る。

■配船最適化の流れ

期待される効果

結果出力
● �数か月先までの配船

計画
● 数百航海の最適割当
● 100隻超の運用計画

コスト削減運搬効率向上 環境負荷低減

データ入力
● 顧客輸送ニーズ
● 船隊の稼働状況
● 船舶の修繕予定
● 港湾混雑情報

AI最適化
● �最大数百万通りの
　候補から
● 10分程度で
最も合理的な計画を立案

AI
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スヴァネホイは、LNG、LPG、アンモニア、メタノール、LCO�等の
脱炭素化を満たすポンプを開発しています。

舶用機器システムカンパニー　東京都大田区羽田空港1-1-4　https://www.tokyokeiki.jp/products/marine/
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的な方針や進め方の妥当性をどう見極めるか、また開発
チームが本当に必要とする情報は何か、要件をどのよう
な形で整理すれば理解しやすく伝えられるのかといった
判断に難しさがあった。そうした局面で、数理最適化に
深い知見を持つMTIの前田さんと光嶋さんが技術面・要
件整理の両面から伴走してくれたことは、このプロジェク
トを前に進める上で極めて重要だった」と語った。 

■ ■  業務変革への挑戦

　自動車事業統轄グループで配船業務を担当する本橋
直樹氏は、AI配船システムの導入効果として「業務効率
化に加え、ドック入りや用船契約終了時の返船ポイント
といった重要条件の見落としなど、ヒューマンエラーをよ
り回避できるようになった」と評価する。また、例えば米
国通商代表部（USTR）の入港税やEUのGHG排出規制
といった外部環境の変化を条件として組み込める柔軟性
も大きな利点だという。「従来は何かが起こるとExcelで
試行錯誤しながら計画を組み直していたが、今は条件を
変えてボタン一つで再計算でき、通常業務の負担がかな
り軽減された。繁忙期の残業も減っている」と語る。さら
に「AIが計画作成を支援することで、万一自分が不在で
も他の担当者がバックアップに入りやすくなった。BCP（事
業継続計画）の観点でも大きな意味がある」
　本格導入まで約4年を要した背景について、野崎氏は

「最適化エンジンの開発だけであれば、より短期間で実現
できるかもしれない。しかしAIが算出した配船計画は、
人が評価・調整できる仕組みと合わせて初めて実行性を
持つ。また、配船に必要な本船動静などのデータ入力ま
で含めたシステムと業務プロセスの構築も極めて重要だっ
た。こうした要件を満たすUI/UXシステムは、これまで
に経験した中でも、特に複雑な機能と高い精度のデータ
管理が求められるものだったため、開発には相応の時間
を要した」と説明する。その上で、「長期にわたる開発期
間を通じて、配船・営業・運航担当などの現場の方々が日

常業務のかたわらで時間を捻出して対応してくださった
ことに感謝している」と振り返る。
　社内には長年続けてきたやり方を大きく変えることへ
の抵抗感や不安もあったようだ。野崎氏は「当時、配船
業務には改善の余地があると感じる点がある一方で、自
動車船事業の核心中の核心であり、当時は今ほど一般に
浸透していなかったAI導入はもちろん、システム化その
ものに対する社内の理解形成が極めて難しい領域だと捉
えていた。それでも取り組みを前に進めることができたの
は、自動車事業本部に業務改善や新たな挑戦を後押しす
る風土があったことに加え、これまでと同じやり方を続け
ていては将来がない、という当時の配船担当者の強い危
機感と覚悟があったからだ」と語る。

■ ■  GHG削減にソフトウェア対策有効

　今後の展開について、野崎氏は「自動車専用船での運
用を通じてブラッシュアップを続けるのはもちろん、将来
的には船隊整備や関連業務との一体的な最適化にも挑
戦していきたい」と述べる。
　前田氏は「GHG 削減において、ソフトウェアによるア
プローチは非常に効果が高い」と指摘する。日本郵船と
MTIは配船の最適化以外にも荷役時間短縮による減速
航行や、積載効率向上による単位輸送当たりのGHG排
出削減などに取り組んでおり、「省エネ付加物や風力推進
装置の設置、燃料転換などのハード面が注目されがちだが、
コストと削減効果を考えるとソフトウェアには大きなポテ
ンシャルがある」と語る。
　また、AIの活用などで今回のように海事産業の企業、
研究機関などとのコラボレーションが増えているという。
前田氏は「MTIでも、従来の造船工学系だけでなく、私
も含めて情報工学や数学を学んだ人材が増えている。造
船とIT、双方の技術者の知見がクロスオーバーすること
で新たな価値の創出につながっている」と話し、新たなコ
ラボレーションによる技術開発の進展に期待を寄せる。

■配船最適化で期待するメリット

業務負荷削減により、単純に作業工数が減る
だけでなく、今までそこに費やしていた工数を
別の仕事や新たな価値創造に費やすことが可
能になる

業務負荷削減

作業時間削減 新たな仕事へ

経済・環境メリット 属人性の解消

最適化 による燃料コストの 削減 に加え、
GHG 排出量の削減により、環境負荷の低減
も実現

計画策定そのものが標準化されることで、誰
もが同品質の計画をすばやく立案でき、教育
コストの削減が可能になる

燃料費削減 GHG削減 品質の保証 教育時間の削減
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東京都中央区八重洲2-1-8  八重洲Kビル6F
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　日本郵船船舶事業グループの佐藤秀彦グループ長は
「（3Dモデルは）一目見れば感覚的に理解できるので、顧

客へのマーケティングツールとしても有用だ。造船所にとっ
ては船主、船主にとっては荷主への説明に使うこともでき
る」と語る。佐藤氏はMTIに出向していた時期からこの
プロジェクトに携わってきた。
　3D設計をベースに船を造ることで、蓄積されたデータ
を活用してデジタルツールを作り、メンテナンス計画や履
歴の管理など、次の新造船に活用することも期待できる。

■ ■  設計作業の負荷を軽減

　2021年に始まった新造船設計合理化プロジェクトでは、
船舶の仕様や配置図などの情報をデータベースに入れ
込み、その情報を3Dモデルに変換して用いる仕組みを導
入する。「フロントローディング」を用いて設計を進める
とともに、船の就航後には「デジタル完成図書」を活用し、
船舶設計や船舶管理をより進化させる。
　船の設計は、開発・計画、基本設計、詳細設計、生産設
計、そして建造へと進む。「フロントローディング」とは、
この時間軸において、コストやリソース投入のピークを前
倒しし、できるだけ早い段階で重要な意思決定を行うこ
とを指す。従来の造船プロセスでは、中盤から後半の詳
細設計や生産段階に負荷のピークがあり、この段階での
設計変更はコスト増や工期延長につながりやすい。後の
工程での設計変更を減らすことができれば、生産性を高
められる。
　「フロントローディング」でポイントとなるのが3Dモデ
ルの活用だ。初期段階から3Dモデルを用いることで完
成形を可視化し、配置や仕様を視覚的に確認しながら検
討を進める。その結果、工程の後戻りを減らすことができ
るうえ、プロセス自体を見直すことで、リソース投入のピー
クそのものを下げ、全体負荷の軽減も実現する。
　もちろん、造船所でも3D CADの導入は進んでいるが、
あくまで内部の設計業務の一環にすぎない。日本郵船の
取り組みで画期的な点は3Dモデルを関係者間のコミュ
ニケーションツールとして使うことで、これにより意思決
定の迅速化や共同設計の円滑化を図る。平面の図面で
は理解しづらい複雑な配置や構造も、3Dであれば直感
的に把握できる。遠隔地をオンラインでつなぎ、同じモデ
ルを見ながら議論することも可能になる。

海事産業のデジタルトランスフォーメーション（DX）に向けた取り組みが近年進んでいるが、船舶の設計から建造、運航に至る
ライフサイクル全体でみるとまだまだDX・デジタル化の余地は大きい。設計の多くは依然として平面（2次元）の図面が使われ
ているため、造船所と船会社など関係者間の認識合わせに時間を要するほか、竣工後に提供される設計図もPDFが多く、デジ
タルデータとして活用しやすいとは言い難い状況だ。日本郵船グループでは、こうした課題に対し、研究開発機能を持つMTI
を中心に造船所、設計会社や船級協会などと連携して「新造船設計合理化プロジェクト」を進めてきた。

3Dモデルで切り拓く新造船設計の未来
デジタル化が船舶管理の効率化にも寄与

船内・船舶3Dイメージ
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　実際に3Dモデルを船舶建造の初期設計段階に活用す
るトライアルを24年に実施している。日本郵船グループは、
3D CADを利用した船舶設計やシステム開発などを手掛
けるスマートデザイン社と協力し、村上秀造船が建造す
る共栄タンカー向けLPG 船（25年9月竣工）の設計で実
証を行った。設計の初期段階から3Dモデルを作成し、仕
様確認や意思決定、詳細設計の図面承認に用いた。
　この実証では紙図面をベースに、3Dモデルを補助的
に使ったため、作業時間短縮といった定量的な効果は限
定的だったが、「分かりにくいところを3Dで見ると理解
が進む」という評価は現場から確実に得られており、今後
の3D活用の浸透に期待がかかる。

■ ■  就航後は「デジタル完成図書」を活用

　3Dモデルを用いると、船舶が竣工した後にも「デジタ
ル完成図書」として船舶管理に活用できる。3D設計で作
成したデータを基盤に、一般配置図や系統図、マニュア
ルなど各種ドキュメントを統合する。3Dモデル上の機器
や配管をクリックするだけで、その部分の関連資料に即
座にアクセスできる仕組みだ。従来は書庫やPDFフォル
ダーから都度、資料を探す必要があったが、デジタル完
成図書ではその手間が大幅に省ける。造船所から提供さ
れた完成図書の紐づけをはじめ、平面図から実際の3D

位置にジャンプしての確認や、カーソル操作での寸法測定、
不具合に関するコメントや修繕履歴の挿入なども可能で、
船員や船舶管理監督にとって実務的なメリットは大きい。
　船舶の設計段階から3Dモデルを用い、就航後もそれ
を生かす。これが理想だが、設計を担う各造船所で長年
浸透してきた慣習を大きく転換させることは容易ではな
いことも事実。そこで、日本郵船はまず船舶の竣工後、つ
まりライフサイクルの「下流」でデジタル完成図書を普及
させていき、価値向上を目指す戦略を取る。その上で、将
来的に設計初期段階、すなわち「上流」での導入につな
げていきたい考えだ。
　スマートデザイン社のデジタル完成図書製品化に向け、
実船でのトライアルも進めており、内航船社のアジアパシ
フィックマリンが石炭船2隻を対象にデジタル完成図書

フェーズ1
（2021年5月～11月）

造船会社 / 船社間の協議内容の分析、承認
図面の分析、仕様書の分析、3Dモデル活用
ツールのコンセプト開発

フェーズ2
（2022年１月～10月）

3Dモデル活用ツールのコンセプト詳細、3D 
CAD設計に基づいたデジタル完成図書のコ
ンセプト開発

フェーズ3
（2022年11月～2023年7月）

3Dモデル活用ツールの実運用に向けた具現
化、デジタル完成図書の試用

フェーズ4
（2023年8月～2024年4月）

3Dモデル活用ツールの実運用トライアル、
デジタル完成図書の製品化

フェーズ5
（2024年5月～12月）

3Dモデル活用ツールトライアル結果検証、
デジタル完成図書の情報共有ツールの開発、
3Dモデルでの設計承認作業の検証

■船舶設計合理化プロジェクトでの3Dモデル活用の取り組み

■デジタル完成図書

Model（モデル機能）

Map（マップ機能）
Documents

（ドキュメント機能）
キーワード検索機能

クレーム情報の共有

マークアップによる
コメント情報共有

図面と系統図のリンク3Dモデルのビューワの活用

  ・寸法の計測（メジャー機能）
  ・配置検討　　…など

平面図（GAなど）と
3Dモデルのリンク

完成図書（ドキュメント）と
3Dモデルのリンク

・ 「自分が入力したマークアップ」を
一括検索

・ 「バルブ名」で検索　　…など　
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のアルファ版を活用して船舶管理に生かしている。「使い
やすいと高評価を得ており、船陸のコミュニケーションツー
ルとしてだけでなく、荷主であるセメント会社への説明に
も使いやすいと聞いている」（佐藤グループ長）。前述の
共栄タンカーのLPG船においても、デジタル完成図書の
活用を進めている。
　また、次のプロジェクトとして、3Dデータが存在しな
い既存船で3Dレーザースキャンを用いてモデルを作成
する取り組みも行っている。船内をスキャンして点群デー
タを生成し、それを編集して3Dモデル化する。それを既
存の図面やドキュメントと紐付けることで、独自にデジタ
ル完成図書を構築できる。
　デジタル完成図書は既存の船舶管理システムと連携さ
せることでさらなる発展の可能性も秘める。アジアパシ
フィックマリンとの取り組みでは、彼らが持つ船舶整備管
理システムと連携させることで、整備報告書と3Dモデル
を紐付け、「どの機械の、どの部分に関する作業か」を視

覚的に把握できるようにする。「各船舶管理会社の既存
のシステムに合わせ、より使いやすいものにしていくこと
ができるのではないかと考えている」（佐藤グループ長）
　さらに将来を見据えれば、自律運航船のフリートオペ
レーションセンター（FOC）での活用も視野に入る。機器
の実際の配置や状態を3Dで確認できれば、乗船中の機
関士にFOCにいる“陸上機関長”が指示を出すといった
運航管理の姿も現実味を帯びてくる。
　3Dモデルを活用した新造船設計の効率化と就航後の
活用に向け、佐藤グループ長は「船社の立場として、設計
者の仕事に寄り添ったツールを開発したい」と強調する。
これらの取り組みをデファクトスタンダードとして業界に
浸透させるために、新たなツールは個社に特化したもの
ではなく普遍的なものにすることが重要と説く。コンセプ
ト開発は協調領域、新たなコンセプト下でのツール開発
と活用は競争領域に。船の造り手と利用者が連携した取
り組みが進む。

自ら開発し営業する面白さ
船舶事業グループ  佐藤秀彦 グループ長

プロジェクトを動かすキーパーソン

—— 3Dモデル活用プロジェクトに取り組んできて、手ご
たえはいかがでしょうか。

　私はこれまで新造船の技術担当や船舶管理など、竣工
から運航まで船のライフサイクル全般にわたる業務に関
わってきました。新造船の技術担当だった頃から持って
いた新造船の設計に関する問題意識を、MTIに出向した
際に研究テーマとして取り組むことができました。やり始
めると周りの反応も良かったです。ただ、実装するとなる
とハードルがある、と言われることもありました。従来の
プロセスを変えることになるので、それは当たり前の話で
もあります。それでも好感してくれる人たちのおかげで、
この取り組みを長く続けることができています。

—— 3Dモデルの研究に携わったのち、今は日本郵船グ
ループが持つ技術を外部に紹介する営業の立場になりま
した。

　自分で開発したものを営業することに面白さを感じて
おり、よいタイミングでよいポジションにこられたと思っ
ています。

—— 技術者を志す人へのメッセージをお願いします。

　間口の広い業務ができることが魅力です。技術にもさ
まざまな分野があります。海技は海技、工務は工務だけ
となりがちですが、研究開発の仕事や技術系の営業など、
枠を越えた仕事ができます。技術者が関わるステージが
だんだん広くなってきていると感じているので、自分の専
門分野にこだわらず、広い視野で新たな仕事に果敢にチャ
レンジしてほしいです。もちろん、想像していなかった分
野に携わることはハードルもあるかもしれませんが、新し
いチャンスになります。おおらかな気持ちで受け入れるこ
とで、自分自身の新たな展開が見えてくるのではないでしょ
うか。
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